
書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

１． 重要な会計方針
　　 　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　NPO法人会計基準協議会

によっています。
　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし。
　 固定資産の減価償却の方法

該当なし。
　 引当金の計上基準

該当なし。
　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし。
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は。税込方式によっています。

２． 事業別損益の状況
（単位：円）

講習会、セ
ミナー、各
種スポーツ
教室の企画
運営とその
開催に関す

る事業

講師、指導
者の派遣に
関する事業

海外の国や
州のみなら
ず、各地域
のスポーツ
クラブとの
交流の支援

事業

海外派遣の
ための企
画・運営事

業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益
受取会費 0 97,000 97,000
受取寄附金 0 0
受取助成金等 0 0
事業収益 603,000 190,640 179,654 719,695 1,692,989 1,692,989
その他収益 0 24 24

経常収益計 603,000 190,640 179,654 719,695 1,692,989 97,024 1,790,013
Ⅱ　経常費用

人件費
給料手当 0 0 0
役員報酬 0 0 0
退職給付費用 0 0 0
福利厚生費 0 0 0
人件費計 0 0 0 0 0 0 0
その他経費
消耗品費 347 347 25,607 25,954
会議費 9,150 244,923 254,073 14,473 268,546
旅費交通費 171,620 350,541 5,955 528,116 220,536 748,652
販売経費 0 0
広告宣伝費 151,041 151,041 151,041
印紙代 0 0
通信費 5,205 8,803 14,008 56,279 70,287
業務委託費 461,217 461,217 461,217
諸謝金 549,633 15,000 21,954 586,587 586,587
保険料 23,667 23,667 23,667
支払手数料 165 7,440 7,605 7,605
雑費 29,700 29,700 29,700
寄付金 52,560 52,560 52,560
その他経費計 612,315 186,620 675,530 634,456 2,108,921 316,895 2,425,816

経常費用計 612,315 186,620 675,530 634,456 2,108,921 316,895 2,425,816

当期経常増減額 -9,315 4,020 -495,876 85,239 -415,932 -219,871 -635,803
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３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

内容 金額

４． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は　　　円ですが、そのうち　　　円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は　　　円です。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 期末残高

合計 0 0 0

５． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産
投資その他の資産

敷金
合計 0 0 0 0 0

６． 借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 期末残高

0 0 0

７． 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

計算書類に
計上された

金額

内、役員と
の取引

（活動計算書）

活動計算書計 0 0

（貸借対照表）

貸借対照表計 0 0

８．

特になし。

算定方法

備考内容

科目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

科目

科目

合計


